
 

 

 

 

 

 

Green-FP で中小企業の GX をスピードアップ！  

～グリーンファイナンスの専門人材拡大への提案～ 
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地球の気温は上昇し続け、死亡増加、食料と水の不安定化などのリスク拡大

が予想される。この現状を踏まえ G X（グリーントランスフォーメーション）

をより推進する必要があり、私たちはグリーンファインナンスに注目した。  

 グリーンファイナンスとは環境に良い効果を与える投資へのファイナンスで

あり、手法にはグリーンローン／グリーンボンド、サステナビリティ・リン

ク・ローン／サステナビリティ・リンク・ボンドの２つがある。本論文では中

でもグリーンローンとサステナビリティ・リンク・ローンの２つに注目してい

る。グリーンローンは、企業や地方自治体等が国内外のグリーンプロジェクト

に要する資金を調達するための融資であり、サステナビリティ・リンク・ロー

ンは借り手が野心的な目標を達成することを奨励する融資である。これらは

2 0 2 2 年から急増しているものの未だ年 1 0 0～3 0 0 件程度の低水準に留まって

いる。  

 そこでグリーンファイナンスの実態を確かめるため格付機関 1 社と地方銀行

2 行の計 3 社にヒアリング調査を行った。結果、銀行におけるグリーンファイ

ナンスの専門人材が現状では非常に少なく、今後のニーズの増加に備えた育成

体制が不十分であるという実態が浮かびあがってきた。この実態から私たち

は、専門人材の不足が原因で、中小企業におけるグリーンファイナンスが十分

に広がらないと考察した。  

 以上の考察をもとに私たちは「グリーン・ファイナンシャル・プランナー

（G r e e n - F P）制度」を提案する。G r e e n - F P とは、その企業に合った環境

面の取り組みについて具体的な提案ができる知識・能力を持った専門家であ

る。この提案は、G r e e n - F P という新たな資格を創設し、環境への好影響を

もたらす具体的なアドバイスができる人材を増加させることを目指すものであ

る。以上の制度によって、スモールグリーンプロジェクトの増加、取引先企業

の安心感と金融機関職員の自信アップ、件数増加への対応、専門人材の客観的

把握と競争促進、企業側の専門人材の育成といったメリットが期待される。  

 私たちは G r e e n - F P 資格保有者数の目標を一支店あたり 6 . 1 人とし、銀行

が取得を推奨すれば 3～4 年で達成できると考える。これが実現できれば、中

堅・中小企業のほとんどに対して、それぞれに合ったスモールグリーンプロジ

ェクトの提案がなされる体制が全国規模で出来上がるだろう。  

 また、グリーンファイナンスの目的を踏まえると、各企業に合ったグリーン

プロジェクトやファイナンス方法を提案できる人材が大量に必要であることは

確実である。よって、G r e e n - F P 制度には十分なニーズがあり、かつ銀行に

とってなじみのある能力開発方法であるため実現性は高い。  



 

 

１．気候変動の現状と G X  

 地球の気温は上昇し続けており、その影響が甚大になってきている。 2 0 2 1

年に、国連の気候変動に関する政府間パネル（ I P C C）は、「人間の影響が大

気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がない。大気、海洋、

雪氷圏及び生物圏において、広範囲かつ急速な変化が現れている」という報告

を公表した。さらに今年 3 月に I P C C が公表した報告書では、産業革命以前

と比べ気温が 1 . 1℃上昇して異常気象が頻発化・激甚化した結果、温暖化が進

むごとに猛暑による死亡増加、食料と水の不安定化などのリスク拡大が予想さ

れ、これらが他の有害事象と共に起きればコントロールは困難になると指摘さ

れている。  

この現状を踏まえると、化石燃料中心の経済・社会構造からクリーンエネル

ギー中心の経済・社会システムへの変革、すなわち G X（グリーントランスフ

ォーメーション）を強力に推進する必要がある。政府も 2 0 3 0 年度における温

室効果ガス 4 6 %削減（ 2 0 1 3 年度比）を目指しているが、 2 0 1 9 年度時点で

1 9％削減に留まっている。  

 

２．グリーンファイナンスの手法と市場規模  

そこで注目されるのが、グリーンファイナンスである。「G 2 0  グリーンファ

イナンス統合レポート」によれば、グリーンファイナンスとは、環境的に持続

可能な開発に向けて、環境に良い効果を与える投資へのファイナンスのことで

ある。環境的便益の例としては、空気や水・土の汚染除去、温室効果ガス排出

量削減、エネルギー効率改善、自然資源の活用、気候変動の緩和と適応など多

岐にわたる（G 2 0  G r e e n  F i n a n c e  S t u d y  G r o u p ,  2 0 1 6 ;  物江 ,  2 0 1 7）。  

グリーンファイナンスの手法には、主に以下の 2 つがある。  

・グリーンローン／グリーンボンド  

・サステナビリティ・リンク・ローン／サステナビリティ・リンク・ボンド  

どちらにもローン（融資）とボンド（債券）があるが、日本では銀行融資が

発達しているため、本論文ではローンに注目する。  

グリーンローン（以下、グリーン L）とは、企業や地方自治体等が、国内外

のグリーンプロジェクトに要する資金を調達するために用いるローンである。

グリーンプロジェクトとは、明確な環境改善効果をもたらすプロジェクトであ

り、環境省のガイドラインでは、以下の 1 0 種類に分類されている。  

( 1 )再生可能エネルギーに関する事業  

( 2 )省エネルギーに関する事業  

( 3 )汚染の防止と管理に関する事業  



 

 

( 4 )自然資源・土地利用の持続可能な管理に関する事業  

( 5 )生物多様性保全に関する事業  

( 6 )クリーンな運輸に関する事業  

( 7 )持続可能な水資源管理に関する事業  

( 8 )気候変動に対する適応に関する事業  

( 9 )サーキュラーエコノミーに対応した製品、製造技術・プロセス、環境配慮

製品に関する事業  

( 1 0 )グリーンビルディングに関する事業  

サステナビリティ・リンク・ローン（以下、サステナ L L）とは、借り手が

野心的なサステナビリティ・パフォーマンス・ターゲット（ S P Ts）を達成す

ることを奨励するローンである。具体的には、借り手が掲げたサステナビリテ

ィ目標とその S P Ts との関係を整理し、K P I で測定される適切な S P Ts によ

ってサステナビリティの改善度合を評価・測定し、融資後レポーティングを通

じ透明性が確保されたローンである。  

グリーン L とサステナ L L の主な特徴は、図表１のとおりである。つまり、

両者は、融資後のレポーティングを通じて透明性が確保されるという点は共通

するが、資金使途が特定の（グリーン）プロジェクトに限定されるか、金利等

の貸出条件がサステナビリティの達成度合いと連動するか、調達資金が確実に

追跡管理されるか、という点で異なる。  

日本のグリーンファイナンスの件数と金額の推移を表したものが図表２であ

る。グリーン L もサステナ L L も 2 0 2 2 年から急増している。どちらも日本銀

行の「気候変動対応を支援するための資金供給オペレーション」（以下、気候

変動対応オペ）の対象に含まれているため、同オペが 2 0 2 1 年 1 2 月から開始

されたことなどが増加の背景にあると考えられる（ただしサステナ L L は気候

変動対応に紐づく評価指標が設定されているもののみ対象）。  

グリーンファイナンスの件数は急増しているとはいえ、それでもまだ年 1 0 0

～3 0 0 件程度であり、全国で約 3 6 8 万社（令和 3 年経済センサス）ある企業

のうちのごくわずかにすぎない。日本の経済は数多くの中小企業が支えており、

とくに地方経済の主役は中小企業である。つまり、大企業だけでなく中小企業

が G X に積極的に関わるような形でグリーンファイナンスが進められていくこ

とが望ましい。  

 

３．3 社へのヒアリング調査  

 それでは、実際のグリーンファイナンスの状況はどうなっているだろうか。

市場規模の推移だけでは、グリーンファイナンスの実態は見えないため、格付



 

 

機関 1 社と地方銀行 2 行の計 3 社に対してヒアリング調査を行った（詳細は

図表 3，4 参照）。  

 3 社へのヒアリング結果は多岐にわたるため、以下で調査から浮かび上がっ

てきた利用企業と金融機関の実状のポイントを示す。  

（1）利用する企業（特に中小企業）の実状  

  グリーン L やサステナ L L を利用する企業は、「環境や社会のサステナビリ

ティに積極的に取り組んでいる企業」という対外的なＰＲやブランドイメー

ジを目的としており、それにかかる手数料などの金銭的コストはそれほど負

担に感じていない。  

  中小企業によるグリーン L の利用は多くはないが、サステナ L L やポジテ

ィブ・インパクト・ファイナンス（P I F）の利用は多い。その理由は、サ

ステナ L L や P I F は資金使途を特定しないファイナンス手法であり、中小

企業はそれを望んでいるためである。なお、P I F とは経済、社会、環境の

うち少なくとも１つに大きなポジティブなインパクトを与え、ネガティブ

なインパクトが適切に管理及び緩和されている又はしようとするファイナ

ンス手法である。  

 これらを踏まえると、中小企業は、対外的イメージの獲得の手段としてグリ

ーンファイナンス等を利用しており、調達した資金の使途について必ずしも事

前に具体的に計画しているわけではない、という実態が浮かび上がってくる。  

 実際に、環境省が公表している 2 0 2 3 年 1 月～7 月のグリーン L とサステナ

L L の全案件を、２節で示した環境省のガイドラインによるグリーンローンの

分類方法と同じ基準で分類したところ、サステナ L L の大部分（8 9 . 4％）が、

環境面を目標としたものであることが分かった（図表 5）。金額を見ると、サ

ステナ L L のほうがかなり小さい。つまりこの図表から、G X に取り組みたい

中小企業は、グリーンファイナンスの中でも、資金使途を特定されないサステ

ナ L L を多く利用していることを表していることが分かる。  

（2）金融機関（主に地方銀行）の実状  

・ グリーンファイナンスを実施する上で、日銀の気候変動対応オペは大変有

用な制度であり、積極的に活用している。  

・ グリーンプロジェクトへの意識が低い企業に対しても銀行側からグリーン

ファイナンスの提案を行っており、意欲のある企業に対しては、単に資金

を提供するだけでなく、知識や情報の提供を行うなどの多様なサポートを

行ってプロジェクトや目標の達成に協力している。  

・ しかし、銀行におけるグリーンファイナンスの専門人材は、現状では非常

に少ない。今後はニーズの増加に伴って部署が拡充される可能性はあるが、



 

 

自社内での育成体制は十分とはいえない。  

 これらから、地方銀行は、気候変動対応オペを活用してグリーンファイナン

スを積極的に推進する姿勢を持っている一方で、実際にそれを行う人材が不足

しているという実態が浮かび上がってくる。  

 

４．グリーン・ファイナンシャル・プランナー制度の提案  

（1）概要と狙い  

以 上 の 考 察 を も と に 、「 グ リ ー ン ・ フ ァ イ ナ ン シ ャ ル ・ プ ラ ン ナ ー

（G r e e n - F P）制度」を提案したい。 G r e e n - F P とは、その企業に合った環

境面の取り組みについて具体的な提案ができる知識・能力を持った専門家であ

る。  

この提案は、「グリーン・ファイナンシャル・プランナー（G r e e n - F P）」と

いう新たな資格を創設し、金融機関などでこの資格取得を推奨することにより、

環境への好影響をもたらす具体的なアドバイスができる人材を経済界に数多く

輩出することを目指すものである。さらに、そのような人材を増やすことで、

グリーンプロジェクトを具体的に計画し実施する中小企業を増やす狙いもある。  

（2）背景にある考え方  

 この提案の背景には、そのような専門人材が大量に必要であるにもかかわら

ず、現状では非常に不足しており、それが中小企業のグリーンファイナンスが

十分広がらないことの主な原因であるという私たちの認識がある。  

グリーンファイナンスには、従来の金融機関の融資業務にはなかった専門能

力が求められる（図表６）。そのため、金融機関の現場の融資担当者がこのよ

うな専門能力を身につけなければ、その企業に合った具体的なプロジェクト案

やそれを実行するための最適な融資案を作成することができない。  

実際に、企業にとって脱炭素化を進める上での最大の課題は人材不足である

とのアンケート結果がでている（図表７）。  

（3）G r e e n - F P 資格の概要  

 G r e e n - F P 資格の概要は以下の通りである。  

①  受験資格は、金融機関での法人融資経験が 3 年以上、または同一の事業会

社で勤務経験 5 年以上。  

②  問題形式は、実技問題が中心。  

③  出題内容は、 ( A )グリーンプロジェクトの計画作成に関する問題（最新の

環境原則・経営戦略・各業界の知識を活用して最適な計画を作成する能力

を問う）、 ( B )サステナブルファイナンスの実施に関する問題（適切な融資

額や金利条件等を設定する能力を問う）、 ( C )ファイナンス後のモニタリン



 

 

グの実施に関する問題から構成される。    

④  7 年間の有効期限があり、更新試験に合格すれば更新が可能。  

G r e e n - F P 資格は、業種や規模に関わらずどの企業が行うグリーンプロジ

ェクトの取り組みに対してもグリーンファイナンスの適切な融資判断を下せる

能力の有無を判定する資格試験である点において、その点を重視していない既

存の資格試験とは異なる（図表８）。  

 

５．G r e e n - F P 制度のメリット  

 G r e e n - F P 制度のメリットは以下の５点である。  

①  スモールグリーンプロジェクトの増加  

現状では、グリーン L を利用する中小企業はほとんどなく、サステナ L L が

利用されている。この理由の１つは、目標設定の段階に留まっており、それを

実現するための具体策の検討にまで至っていないためであると推測できる。し

かしこの制度が普及して G r e e n - F P 資格の職員が専門的なアドバイスを行う

ようになれば、その企業に合う形での小規模だが環境改善効果のある設備投資

（“スモールグリーンプロジェクト”）が多く提案されると考えられる。  

②  取引先企業の安心感と金融機関職員の自信アップ  

グリーンファイナンスは始まって間もない取り組みであるため、取引先企業

にも金融機関の職員にも馴染みが薄い。しかし、銀行はグリーンファイナンス

を積極的に推進する方針である。そうなると、融資の現場では、両者の間に一

種の抵抗感や不安感が生まれる可能性がある。しかし、専門家の資格である

G r e e n - F P をもつ職員が提案するのであれば、取引先企業も安心して聞くこ

とができ、職員も自信をもって説明することができると考える。  

③  件数の増加への対応  

現状では、金融機関においてグリーンファイナンスに関心をもつ取引先企業

がいることが判明した場合、現場の融資担当者は、本部の担当部署あるいは提

携する格付機関等に相談や確認を行いながら、その企業にグリーンファイナン

スあるいは P I F を提案していく。しかし、これから件数が増加していけば、

本部や格付け機関への相談や確認では対応できなくなると予想される。そのと

きには、支店の中で G r e e n - F P の資格を持つ職員が責任をもって判断やアド

バイスを行うことで、多くの件数に対処することができる。  

④  専門人材の客観的把握と競争促進  

現状では、グリーンファイナンスの専門人材が金融機関ごとにどの程度在籍

しているのか、外部からは把握することができない。しかし、この制度が導入

されれば、G r e e n - F P 資格保有者の数によって人数を把握することができる。



 

 

外部からは、この人数によってその金融機関の G X への姿勢を見定めることが

できるため、G X の相談をどの金融機関に行えばよいかを判断する指標になる。

これが開示されるようになれば、各金融機関は G r e e n - F P 資格取得者数を競

うようになり、金融業界全体のレベルが向上する。  

⑤  企業側の専門人材の育成  

G r e e n - F P 資格は、金融機関以外の一般の企業等でも取得することができ

る。企業が本気で自社の将来を考え、G X に取り組む必要を感じたならば、会

社の各部署でビジネスの仕方を変えていかなければならない。それを主導する

人材を育成する方法として、G r e e n - F P 制度を活用することもできる。また、

G r e e n - F P が多い企業は、G X に積極的な企業として対外的なブランドイメー

ジを高めることができる。  

 

６．G r e e n - F P 資格保有者の目標者数と達成時期  

 全国銀行協会によると、2 0 2 3 年 3 月時点の日本の銀行（都市銀行・地方銀

行・第二地方銀行）の合計の支店数は 1 3 , 3 3 6 店、職員数が 2 3 8 , 6 0 1 人であ

るが、このうち 3 4 . 1 %が渉外担当職員と推計すると（金融庁）、銀行の渉外担

当職員は 8 1 , 3 6 3 人、一支店あたりでは 6 . 1 人となる。渉外担当職員にとって

は G r e e n - F P 資格の難易度は F P 2 級程度と想定されるため、銀行が取得を推

奨すれば 3～4 年で 6 . 1 人全員が取得できると考えられる。  

したがって、各銀行が G r e e n - F P 資格取得を奨励する方針を採用すること

により数年で大多数の渉外担当職員がその専門知識を得ることになる。その結

果、グリーンファイナンスの対象となりうる零細企業以外の中堅・中小企業の

ほとんどに対して、その企業に合ったスモールグリーンプロジェクトの提案が

なされる体制が全国規模で出来上がる。  

  

７．G r e e n - F P 制度の実現性  

 グリーンファイナンスの目的は、企業の G X への取り組みを促進することで

ある。そのためには、各企業に合った具体的なグリーンプロジェクトを提案し、

それにふさわしいファイナンス方法を提案することができる人材が金融機関な

どに大量に必要であることは確実である。そのための方策として G r e e n - F P

制度は十分なニーズがあり、かつ銀行にとってなじみのある能力開発方法であ

るため、実現性は高いと考える。  

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表1　グリーンローンとサステナビリティ・リンク・ローンの特徴

資金使途の限定
サステナビリティ改善

度と貸出金利等の連動
透明性の確保 資金の追跡管理

グリーンローン

特定のグリーンプロ

ジェクトに限定され

る

連動しない

融資後のレポー

ティングを通じ透

明性が確保される

確実に追跡管理さ

れる

サステナビリ

ティ・リンク・

ローン

特定のプロジェクト

に限定されない

サステナビリティに関

する野心的な業績目標

（SPTs）の改善度合と

貸出金利等が連動する

融資後のレポー

ティングを通じ透

明性が確保される

必ずしも追跡管理

されない

（出所）環境省「グリーンファイナンスポータル」「グリーンローン及びサステナビリティ・リンク・ローンガイドライン

2022年版」より作成。

図表2　グリーンローンとサステナビリティ・リンク・ローンの件数推移

（注）2023年は9月4日時点の値。

（出所）環境省「グリーンファイナンスポータル」より作成。
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図表3　格付機関へのヒアリング結果
・ 調査目的　格付機関から見たグリーンファイナンスの実状調査（大都市と地方の違い、市場が求める格付け水準、金融機関の状況など）
・ 調査対象　東京に本店のある格付機関1社
・ 調査日時　2023年8月18日（金）9：30～11：10
・ 調査方法　事前に送付した質問をもとに、当日対面にて回答していただいた。
・ 調査結果

質問 回答内容

① 一番の要因は業種がそもそもグリーンプロジェクトに関連していないと取り組むのが難しい

② グリーンプロジェクトの運転資金は大きいものであるためある程度の水準（CASBEE等）がないといけない。

③
ポジティブインパクトファイナンス（PIF）は、環境・社会・経済という3つの側面から成り立っている。普通の運転資金で
も行えることや不特定型のファイナンスであることでグリーンファイナンスよりもニーズが高い。

④ 資金面を気にする中小企業はグリーンファイナンスよりもPIFのほうがニーズに合っている。

⑤ グリーンファイナンスは大都市・大企業が多い。

⑥ ＳＰＴやＫＰＩの目標達成すると金利条件が優遇される資金使途が不特定なSLLがある。

⑦

サステナビリティ・リンク・ローン（SLL）およびPIFと、通常の運転資金・設備資金の融資と違いについて、融資審査はあ
くまでその借入先の収益や財務などでの信用力が基準になるため資金使途特定・不特定での審査基準の違いはないと思われ
る。PIFがSLLより金利が高めに設定されるという事もないと思われるが、仮にSLLでSPTs達成により金利が下げられた場合
には相対的に高くなり得る。通常の融資と異なるのは、評価書などのサステナビリティの証明が必要となる点。ポジティブ
インパクトファイナンスはSLLと違い環境省の補助金もないため、意見書作成などの手数料分多く払うことはある。

⑧
グリーンローンは中小企業でも使途があればできるが、規模も大きくなく、借入額の割に手数料等が割高になるため利用し
ていないと推測される。

⑨
ポジティブインパクトファイナンスのデメリットは環境・社会・経済の三つの側面が必要でありアピールする幅が広いとい
う点であり、一つに絞ることができない

⑩ ポジティブインパクトファイナンスはポジティブな面だけではなくネガティブな面も見る

⑪ ポジティブインパクトファイナンスの地方と大都市での違いは中心となる業種や規模感が地方ごとに違うという点である

① マーケットはgreen１しか求めていない

② green１はJCRの社内評価シートで80点以上のものである

③ 投資家はわざわざgreen１以外のものに投資したいとは考えない

④ 格付け機関としては上記の理由からgreen１相当のものしか格付け業務を受け付けない

⑤
まず金融機関が融資に適しているものかのフィルタリングを行い、その後格付け機関に格付け依頼が来るため必然的に
green１相当のものしか来ないという特徴もある

⑥ 格付けにもコストがかかるため、green１以外であろう事例を無駄に格付けさせない

⑦
企業はgreen1がつかないのであればグリーンファイナンスを行わない傾向にあり、そうなると他のサステナブルファイナン
スに移ってしまう

御社のサイトのサステナブルファイナンス・
ESGのグリーン評価で公開されている事例を
拝見すると、Green1に評価されているものば
かりだったのですが、実際には御社のグリー
ンファイナンス評価でGreen2～5と評価され
るプロジェクトはあるのですか。もしあると
したら、御社のサイトにGreen1のプロジェク
トのみを公開している理由はありますか。

2

地方の金融機関によるグリーンプロジェクト
の事例は大都市よりも少ないとの指摘がある
のですが、実際に格付けを行うお立場から
は、そのようにお感じになるでしょうか。も
しそうだとすると、その要因は何だと思われ

るでしょうか。
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① green5は存在していない。つまり、目指す必要がない。

② 仮に、green5があったとしても良いものとしては扱われない

③ green2-5についてもgreen1と同様に費用が掛かるならgreen1に費用を使う方が効果的である。

④

中小企業が行うサステナブルファイナンスでは、資金使途型のサステナブルファイナンス（グリーン、ソーシャルなど）よ
りも、資金使途不特定型（PIF、SLLなど）の方が案件としては多い。資金使途型はグリーンであればある推進の環境認証取
得や環境改善効果が見込まれる設備などが対象となりが、そのような投資案件は多くなく、通常の運転資金などにも活用で
きる資金使途不特定型の方が需要が多い。

⑤
green1の事例数は大企業に多く見受けられる。Green1と評価されるには、ある一定の水準が必要であるため中小企業にとっ
てハードルが高いと感じている。

⑥ 中小企業は資金使途が決まっていることが少ないが大企業の資金使途は決まっていることが多い。

① 訴訟を起こすような企業は評価せず再発防止策などが生まれた場合は評価を始めることもある。

② フレームワークに基づき、またガイドラインに則って評価するため則っていないと対象外になる。

③
資金使途が必ず書いてあり、適合しているかを評価し、適格クライテリア等に適合しているかでどうか見て、適合していな
ければ評価対象外になる。

④ レポーティングは最低1年に１回なくてはならず義務に等しい。

⑤ レポーティングがないと評価の点数が下がる。

⑥ ある程度の水準を満たしていることが最低条件であるため、そうではないものは対象外になる。

① 前提としてメガバンクは従業員数が多く、地銀は少ないという特徴がある

② 現在では地銀においても環境商品に関する推進部署が存在する事例が増えている

③ そもそもポジティブインパクトファイナンスを扱うには推進部署や専門部署を設けなくてはならない

④
地銀にとって注力できる商品は限られているためニーズの大きさに左右され、ニーズが小さいグリーンファイナンスの優先
順位は下がってしまう。同時に従業員のグリーンファイナンスに対する能力も低下していったり、そもそも身に着けようと
しなくなる。

⑤ 育成面に関して、金融機関は格付機関や地銀同士で連携することで環境商品に関するノウハウを得ていることも多い

⑥
専門部署や推進部署があることは望ましいが必ずしも必要ではなく、たとえそういった部署がなくとも統括できている場合
もある

⑦ 金融機関の中に外部の専門家込みの推進部を設けることもある

① 企業間での差別化という点ではメリットがある。

②
企業の姿勢をアピールすることができればポジティブな印象が生まれる。そのアピールから、グリーンを明確にすることに
つながる。

③ グリーンファイナンスによる金融機関側の利益やメリットは、外部へのサステナブルファイナンスのアピールにつながる。

④ 業界新聞やニュースでファイナンスを行っている記事にされることがある。アピールできる場がある。

⑤ サステナブルファイナンスから世間での積極性や注力しているというイメージがつけられる。

⑥ SLLであれば目標達成で金利を下げられるというメリットがある。

⑦ 現在の地方銀行では、グリーンプロジェクトを行うためにも格付会社や地銀等で対策を得ている。

① 別々の企業が共同で行う事例はほとんどない。

② 海外では、外資の子会社と連携して行った企業もある。

③ 結びつきがない企業が合同で行うのであれば、ＳＰＣという特別目的会社を設立して行う。

④ ＳＰＣでは、設立に対するコストがかかる。

⑤
SPCをどのくらいの規模でどのくらいの期間行うかによってコストの大きさは変わるが、設立から運用までやるわけなため
一定のコストは必ずかかる

① グリーンファイナンス市場は右肩上がりに拡大している傾向にある。

② 地銀や中小企業でグリーンファイナンスを行う体制が整っていないため、体制を整えていく必要がある。

③ 中小企業は環境改善による認知やニーズの低さがあるため、高めていくことが重要だ。

④
グリーンプロジェクトに取り組む企業は資金利益のために行っているのではなく、業界内で後れを取らないように取り組ん
でいる。

⑤ 法律やルール、制度がネックになっている部分があるという話はあまり聞かない。

⑥
中小企業用の水準制度があれば拡大できる可能性がある。しかしそうすると十分な環境改善効果が生まれないので、マー
ケットで行われていることと反対の動きになる。

⑦ 利益につながる仕組みづくりにはコストがかかる。

⑧
グリーンプロジェクトに対するコンサルティングサービスは5年前には存在したが、現在は相談しやすい環境があるのに加
えコストがかかるためハードルが高いというのが現状である

⑨ 環境ファイナンスをとることでアピールになる。環境認証をとっているという所があるのは、アピールポイントである。
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御社から見て、グリーンファイナンスによる
金融機関の利益やメリットは、他の一般の融
資と比べて大きそうでしょうか。また、金融
機関は、他の一般の融資とは違うどのような
利益やメリットを感じて、グリーン・ファイ
ナンスに取り組んでいると思いますか。

金融機関内にグリーンプロジェクトの専門部
署（専門の人材）がそろっていない金融機関
はどのくらいありますか。
また、専門の人材が揃っていない金融機関
は、それが理由で、あまりグリーンファイナ
ンスを手掛けたがらないことがありますか。

グリーン・プロジェクトは複数の事業会社が
共同で行う事例もありますか。例えば、グ
リーン・プロジェクトの経験のない企業が、
過去に経験がある企業と共同で一つのプロ
ジェクトを行うことはありますか。

御社から見て、グリーン・ファイナンス市場
全体が拡大していくための課題は何でしょう
か。

御社のグリーンファイナンス評価マトリック
スで評価対象外となるプロジェクトがあるの
か、あるとすれば、その主な理由は何です
か。

御社のグリーンファイナンスの評価マトリッ
クスではGreen1～５までありますが、取得し
た評価によって扱いの違いは生まれるので
しょうか。例えば、「Green５」と評価され
たプロジェクトは、「Green1」のものと比べ
て何らかのデメリットを受けるのでしょう
か。
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た、金融機関は、他の一般の融資とは違う
どのような利益やメリットを感じて、グ
リーン・ファイナンスに取り組んでいると
思いますか。

金融機関内にグリーンプロジェクトの専門
部署（専門の人材）がそろっていない金融
機関はどのくらいありますか。
また、専門の人材が揃っていない金融機関
は、それが理由で、あまりグリーンファイ
ナンスを手掛けたがらないことがあります
か。

グリーン・プロジェクトは複数の事業会社
が共同で行う事例もありますか。例えば、
グリーン・プロジェクトの経験のない企業
が、過去に経験がある企業と共同で一つの
プロジェクトを行うことはありますか。

御社から見て、グリーン・ファイナンス市
場全体が拡大していくための課題は何で
しょうか。

御社のグリーンファイナンス評価マトリッ
クスで評価対象外となるプロジェクトがあ
るのか、あるとすれば、その主な理由は何
ですか。

御社のグリーンファイナンスの評価マト
リックスではGreen1～５までありますが、
取得した評価によって扱いの違いは生まれ
るのでしょうか。例えば、「Green５」と評
価されたプロジェクトは、「Green1」のも
のと比べて何らかのデメリットを受けるの
でしょうか。

3

4



 

 

 

 

図表4　地方銀行2行へのヒアリング調査
・ 調査目的　グリーンファイナンスに関心を持つ企業の特徴、グリーンファイナンスの意義・課題・手法の使い分け、気候変動対応オペの利用など

　　　　　に関する調査
・ 調査対象　関東に本店のあるA銀行およびB銀行
・ 調査日時　2023年9月8日（金）9：30～10：30、同12日（火）13：00～13：50
・ 調査方法　事前に送付した質問をもとに、当日対面にて回答していただいた。
・ 調査結果

A銀行 B銀行

①
グリーンローン（グリーンファイナンス）に関心を持ちやすい企業、および利用する企業は、サステナビリ
ティ、環境問題に関心のある企業が多い。

②
その背景には、金融機関の社長や経営陣が取組みに熱心であり、上場企業等の大手企業との取引がある企業
は、関心が強い傾向にある。

③
ZEH住宅の建設が注目されている背景は、脱炭素化社会の実現に向けて、低炭素住宅への需要が高まっているこ
とである。

不動産業界が多いのは、不動産ストックが多く、グリーンプロジェクトの中でも取り掛かりやすいと考えら
れている。

④ ZEH住宅は、国の方針から推進されており、国から補助金が支給されている。 太陽光などのエネルギーはグリーンの印象が強い傾向にある。

⑤ 金融業界もこのような積極的な動きに合わせて環境へ取り組んでいる。
2022年4月から「プライム市場」の上場企業に対しては、気候変動対応の開示やCO2 の排出量を開示が義務化
され、グリーンへの積極的な取り組みが図られている。

① グリーンローン（グリーンファイナンス）を利用しようとしたが実現しなかった事例は、存在している。
グリーンローン（グリーンファイナンス）を利用しようとしたが実現しなかった事例として、ごみ処理場新
築の例をあげる。

② 実現しなかった背景として、プロジェクトを行う企業の財務体制が整っていないことが挙げられる。
プロジェクト実施により、廃棄物が軽減されることにつながらない場合、環境・社会への影響への配慮・手
当がなされなければ、グリーンプロジェクトとして認めることは難しいため、実現にいたらなかった。

③ また、企業側の事業計画が具体的ではなく、不十分な場合、プロジェクトを実行できない可能性がある。
ごみ処理場を作ったときの生態系や住民などの環境にいい影響があるかを数値化して、ごみの量が減らせる
のか確実な判断ができなければ、グリーンプロジェクトに該当しない。

④
しかし、基本的に金融機関は、グリーンプロジェクトを実施する企業に対して、拒否することはなく、推奨し
ている。そのため、事業計画が不十分である場合、見直しを促すことで実現につなげている。

既存のごみ処理場への高度なエネルギー効率などは可能である。

⑤ グリーンプロジェクトへの意識が低い企業に対しても、金融機関から提案を行っている。

⑥
金融機関は、グリーンプロジェクトに取り組む企業に融資を行うだけでなく、知識や情報の提供を行うことな
どのハンドシェアリングもしている。

①
グリーンローン（グリーンファイナンス）を扱う専門の人材は１人であり、兼任としては多数いる。基本的に
は、銀行の業務は兼任で行うことが多く、専任で行うことは少ない。

②
グリーンローン（グリーンファイナンス）のニーズが増えてきているため、専門部署の設置・拡充は必要だと
考えている。

③ 人材の教育に関しては、通信教育、ITパスポート等の資格取得を推進し、教育に努めている。

④
グリーンファイナンスを行う書類や必要事項等の確認を行う際、第三者評価機関からの確認も得ることで、重
複確認（ダブルチェック）をしている。

当行が独自にヒアリングを行った地方銀行の体制として、C銀行は専属が２名、D銀行は専属が１名、兼務が
２～３名（推進担当者）、E銀行は専属が１名である。（「専属」の定義は上記と同じ）

⑤
グリーンプロジェクトに関わることで、職員全体のグリーンファイナンスに対する意識が高まり、リテラシー
の向上を図っている。

当行の目標達成状況によっては今後専門部署の設置や拡充が行われる可能性もある。

①
金融機関を通さず、直接的に第三者評価機関に頼むと、1つ1つ作業を細かく確認するため、手間がかかるとい
う点では厳しさがある。

第三者評価機関を活用するとコストがかかるが、金額はそれぞれ異なる。

②
また、金融機関を通さず、直接的に第三者評価機関から評価を得るには、約200～300万円のコストがかかるこ
とから、中小企業は大手企業と比較して、グリーンプロジェクトを実施しづらくなる。

第三者の評価機関は国際的な原則（グリーンボンド原則・グリーンローン原則）、ガイドラインに基づき評
価を実施しており、必ずしも厳しいとは言えないが読む人によって理解できるかどうかは異なる。グリーン
ファイナンスになじみのない人にとっては厳しく感じる可能性がある。

③
中小企業が資金不足によりグリーンプロジェクトを実施できないことを防ぐために、金融機関が第三者評価機
関と企業の間に入って資金面を援助している。

各原則やガイドラインはルールというよりもガイダンスに近いため、線引きが曖昧である。そのため評価期
間は様々なデータを求めることで曖昧な部分を明確にしていく必要があり、その過程で厳しいと感じる

④
グリーンプロジェクトの評価に対して、お金をかけることができれば、事業内容が不十分だった場合でも見直
すことが可能になるため、総合的には厳しさというのはない。

第三者評価機関は、国際的な原則、ガイドラインの要件を満たしているかの判断を行うため、判断を緩めて
しまうとグリーンウォッシュ（上辺だけ環境保護に熱心に見せること）を疑われ、企業は信用を失う可能性
がある

⑤ 金融機関は、自分たちでグリーンプロジェクトの事業内容を確認して、融資するかを判断する。 ヒアリングをしてグリーンローンの融資ができるかできないかが決まる

① これからTCFDにNが加わってグリーンの意味合いが変わりそうだ。 当行は経営理念のもと社会課題の解決支援などの事業活動を通じて、SDGsの目標達成に貢献する。

② 上記に加えて、外国でサーキュラーエコノミーが主流であるためその波に追いつかないといけない。

③
再生可能エネルギー関連のプロジェクトの件数が増えてきておりグリーンファイナンスのニーズが出てきてい
る。

④ 当行における今期サステナブルファイナンスの実績は、目標額の半数以上に達している。 他の地方銀行でもサステナビリティ方針、目標を設定しているケースが多い。

⑤
グリーンプロジェクトを行うことで、事業会社にはビジネスを拡充できるメリットがあり、社会的責任を果た
しているプラスのイメージがつく。

意義としては、地方銀行としてのグリーンローンの拡大・浸透と、サステナビリティの実現である。

⑥
お客様との対話も進め、グリーンファイナンスをより拡大させていこうと考えており、2030年までにサスティ
ナブルファイナンス目標額の達成に向けてお客様とともに気候変動リスクの低減に取り組む。

①
仮に２５０億円の投資を1つの地方銀行が行うのは厳しいため、他県のグリーンプロジェクトをメガバンクや他
県の地方銀行とシンジケートローンを行うことで、より多くのグリーンプロジェクトに参加し携わることがで
きる。また、参加の有無は自主的に決めることができる。

プロジェクトの投資額が大きい場合には、1つの銀行では対応できない場合があるため、ほかの金融機関と協
調してファイナンスを実行するケースもある。

②
中には、東北地方の県の風力発電のプロジェクトに対してメガバンクとともに融資したり、東海地方の県の太
陽光発電のプロジェクトに対して他県の地方銀行とともに融資を行った事例がある。

多くの金融機関が関わることによって、発信者が多くなるためグリーンローンを実行した事実をニュースリ
リースで幅広く公表できる。

③ 案件の融資額には大小あるが、すべてにおいて前向きに取り組んでいる。

④ グリーンローンを利用することは顧客にとってのPR になる。

①
グリーンローンは、再生可能エネルギーの基準に満たしたものが対象となっており、資金使途が特定されてい
るもので、SLLは、SDGsの17の目標に当てはまり、KPIがあり意欲的なものが対象で資金使途は問わないもので
ある。

世間一般的に、最近はSLLの事例が多いが、グリーンローンが少ないのは、グリーンローンの仕組みが悪いか
らではない。

② SLLはグリーンローンよりも事例が多く、案件の種類は幅広くなっている。

③ 事業会社が自社のブランド化を目的にSLLを実施することが多い。

④ SDGsローンはSDGs宣言をしていて、資金使途は問わず運転資金が多いプロジェクトに対して使用する。

⑤ SLLではSPTsが達成すれば金利が低くなるが、達成しない場合に高くなるということではない。

⑥

グリーンローンとSLLで、当初の手数料（サステナビリティ状況の確認やアドバイスにかかる手数料）はどちら
も融資額に対する数％という点で同じである。ただし、事後モニタリングの手数料については、グリーンロー
ンでは資金追跡確認の手数料であり一般の融資と同程度であるが、SLLではSTPsの達成状況調査なので作業量が
多いためグリーンローンの場合よりも大きくなる。

事業会社のＳＬＬに対する意見としては、手数料や金利の引き下げ（金銭的メリット）よりも、ＰＲを求め
ている。

⑦

取引先企業からの融資相談の中で、設備資金の相談があった場合、環境改善効果が明確な設備投資（以前の設
備の場合と比較して改善効果が数値化できる設備投資）があれば、グリーンローンを紹介し、グリーンローン
のメリットが大きいと判断する企業はグリーンローンを選択する。それに該当しない設備資金の相談や必要運
転資金の相談があればSLLを紹介し、その企業がSLLのメリットが大きいと判断する企業はSLLを選択する。

サステナブルファイナンスの方針が確立されている金融機関は少ない。

⑧

グリーンローンを選択する企業は、もともと環境改善効果を高めるための設備投資を意図している（環境への
取組意識が高い）ことがほとんどである。一方、SLLを選択する企業は銀行からの提案を受けてサステナビリ
ティ経営に関心や意欲を高める企業が多い。SLLは毎年STPsの達成状況をモニタリングする機会があるので、そ
こでさらにSTPsを高めるための新たなプロジェクトを銀行が提案することもできる。

中小企業にとってハードルが低く、受け入れやすいことからポジティブインパクトファイナンスの事例が一
番多い。

①
気候変動対応オペはインセンティブ（貸付金利０％、マクロ加算２倍措置等）があり、非常にありがたい日本
銀行の制度のためこれからも積極的に活用していきたい。

気候変動オペは、環境対策を進める企業への投融資する金融機関に貸付金利０％で資金を供給する。

② 気候変動対応オペは貸付期間が１年であり、繰り返し利用することにより長期の資金調達を可能となる。
気候変動オペは2030年度まで何度でも借り換えられるため、実質的に長期貸与で銀行としてのメリットがあ
る。借入人も低金利で調達できる可能性があり顧客としてもメリットがある。

③
銀行の気候変動対応を支援する狙いで制定されたものであり、銀行としても顧客としてもPRになりメリット
になる。

④ 活用方針は銀行のスタンスによるが、当行では積極的に気候変動対応オペを活用している。

⑤ 気候変動対応オペを活用するにあたっての認証を登録するための申請が厳しかった。

①
顧客の環境に対する関心は高く、当行ではSDGsに関する話し合い（タスクフォース会）を定期的に行ってい
る。

通常の融資とグリーンファイナンス融資の審査の方法は変わらない

② 地銀のもともと行っていた地方創生というものの延長線上にSDGsに関する取り組みがあると考えている

③
ビジネスの拡大としてもSDGs関連の取り組みは重要になってきており、SDGsに対する取り組みを行っているか
どうかで取引先を選ぶという企業が増えてきている。ということは今の時代SDGsに対する取り組みはマスト化
している。

④ 当行は、環境研究所と連携しようと考えている。

質問
回答内容

グリーンローンのデメリットはあまり感じたことがないが強いて言えば、リスクが低いため（回収率が９０％
越え）金利が安く、儲からないことがデメリットである。

グリーンローン（グリーンファイナンス）に関心を持ちやすい企業、および利用する企業として、建設会社、
不動産会社が挙げられる。建設会社や不動産会社では環境を考慮した動きが活発になっている。中でも、ZEH住
宅という環境配慮型の建築に力を入れている企業が多い。

当行は専属は0名で兼務は4名いる。専属がいない代わりにサステナビリティへの取り組みを推進しているサ
ステナビリティ推進室や営業企画部がグリーンローンを担当しているため専属がいなくても回せてしまう。
担当している人は格付機関にて1年間の出向経験をもっている。（「専属」とはグリーンファイナンスを含め
たサステナブルファイナンスの推進業務のみ、又はメインに実施すると定義している）

持続可能な地域社会の実現と企業価値の向上を目指し、サステナビリティに関する基本姿勢や目標を明確化
するため、サステナビリティ長期ＫＰＩの一つに、サステナビリティファイナンス目標額を掲げている。

グリーンローン（グ
リーンファイナンス）
を扱う専門人材は何名
規模でしょうか。ま
た、専門部署の設置・
拡充の必要性はどの程
度感じていますか。

1

グリーンローン（グ
リーンファイナンス）
に関心を持ちやすい企
業、および利用する企
業にはどういう特徴が
ありますか。

2

グリーンローン（グ
リーンファイナンス）
を利用しようとしたが
実現しなかった事例は
複数存在しますか。ま
たその要因・背景は何
でしょうか。

グリーンローン・グリーンボンドは資金使途が特定されており、サステナビリティリンクローンは資金使途
が不特定かつ手数料がかかる。加えてサステナビリティリンクローンには金利引き下げのインセンティブも
ある。

4

グリーンローン（グ
リーンファイナンス）
に対する第三者評価機
関の評価に厳しさを感
じることがあります
か。

5

地方銀行にとってグ
リーンプロジェクトを
進めていくことにどの
ような意義やメリット
を感じていますか。

3

ＫＰＩとＳＰＴはすぐに達成できるようなものではなく野心的な設定にするとＰＲ効果があり紹介されるこ
ともある。しかし、それと同時にハードルの高さがある。

9 その他

6

グリーンローン（グ
リーンファイナンス）
を、メガバンクなど他
の金融機関と連携した
り、協力して行うこと
のメリットとデメリッ
トはありますか。

グリーンプロジェクト
のためのファイナンス
手法のうち、グリーン
ローン、グリーンボン
ド、サステナビリティ
リンクローンのどのタ
イプの需要や事例が多
いですか。その使い分
けの基準は何ですか。

7

8

日本銀行の「気候変動
対応オペ」は積極的に
活用していますか。こ
のオペの評価できる箇
所と、さらに拡充を望
みたい箇所はあります
か。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 . 再生可能エネルギーに関するもの 32 件　 29 件　

2 . 省エネルギーに関するもの 9 件　 102 件　

3 . 汚染の防止と管理に関するもの 5 件　 25 件　

4 . 自然・土地利用の持続可能な管理に関するもの 6 件　 5 件　

5 . 生物多様性保全に関するもの 0 件　 0 件　

6 . グリーンな運輸に関するもの 3 件　 15 件　

7 . 持続可能な水資源管理に関するもの 1 件　 1 件　

8 . 気候変動に対する適応に関するもの 10 件　 18 件　

9 .
サーキュラーエコノミーに対応した製品、製造

技術・プロセス、環境配慮製品に関するもの
4 件　 16 件　

10 . グリーンビルディングに関するもの 37 件　 16 件　

11 . 1～10に該当しないもの 48 件　

合計数 107 件　 275 件　

                                                     融資額の平均 78.7 億円 17.1 億円

                                                     融資額の中央値 10.8 億円 1.5 億円

（注） １つの案件で複数の分類があるものがある。合計数は、分類された件数の合計。82.5%は、合計数275件に対する割合。

環境省「グリーンファイナンスポータル」に掲載されたグリーンローンおよびサステナビリティ・リンク・ローンの2023年1月～7月に掲載された全事例を、環境省の「グ

リーンローン及びサステナビリティ・リンク・ローンガイドライン（2022年版）」の別表の10分類のどれに当たるかを独自に分類した。

（出所）

図表5　グリーンローンとサステナビリティ・リンク・ローンの分類と融資額

サステナビリティ

リンク・ローン

82.5%

グリーン

ローン

通常の

借り入れ手続き

グリーンローン借入時の

追加手続き

サステナビリティ・リンク・ローン借入

時の追加手続き

・調達資金の充当対象プロジェクトの範囲を検討 ・KPIの選定

・グリーンプロジェクト評価・選定プロセスの検討 ・SPTsの設定

・見込まれる環境改善効果の算定 ・SPTs達成状況に対するローンの特性の決定

・調達資金の管理方法・レポーティング方法の検討

・レポーティング方法の検討

金融機関

選定・審査

・面談

・審査書類提出

・審査

・－ ・－

契約・実行
・条件面決定、融資契約

・融資実行
・－ ・－

資金管理

・調達資金の管理

・プロジェクト等への資

金充当

・グリーンローンによる調達資金の追跡管理 ・－

・環境改善効果の算定・レポーティング ・SPTs達成状況の測定・レポーティング

・外部機関によるレビューの取得又は自己評価プロ

セスの実施(必要に応じ)
・外部機関による検証の実施

借入償還

・契約書に基づき償還

・リファイナンス（必要

に応じ）

・－ ・－

（出所）環境省「グリーンボンド及びサステナビリティ・リンク・ボンドガイドライン　グリーンローン及びサステナビリティ・リンク・ローンガイドライン」2022年版、p.72より作成。

返済・

情報開示

借入準備

・プロジェクト等の実施

・適宜報告（モニタリン

グ）

・事業計画の検討

・必要書類作成

図表6　グリーンローン及びサステナビリティ・リンク・ローンの借入フロー

・外部機関によるレビューの取得又は内部の専門性

の開示又は開発（必要に応じ）・外部機関によるレビューの取得又は自己評価プロ

セスの策定・実施（必要に応じ）

＋

 

 

1 . 再生可能エネルギーに関するもの 39 件　 26 件　

2 . 省エネルギーに関するもの 12 件　 99 件　

3 . 汚染の防止と管理に関するもの 4 件　 39 件　

4 . 自然・土地利用の持続可能な管理に関するもの 0 件　 15 件　

5 . 生物多様性保全に関するもの 0 件　 0 件　

6 . グリーンな運輸に関するもの 8 件　 32 件　

7 . 持続可能な水資源管理に関するもの 0 件　 1 件　

8 . 気候変動に対する適応に関するもの 1 件　 9 件　

9 .
サーキュラーエコノミーに対応した製品、製造

技術・プロセス、環境配慮製品に関するもの
1 件　 17 件　

10 . グリーンビルディングに関するもの 40 件　 14 件　

11 . 1～10に該当しないもの － 30 件　

合計数 105 件　 282 件　

                                                     融資額の平均 78.7 億円 17.1 億円

                                                     融資額の中央値 10.8 億円 1.5 億円

（注）

環境省「グリーンファイナンスポータル」に掲載されたグリーンローンおよびサステナビリティ・リンク・ローンの2023年1月～7月に掲載された全事例を、環境省の「グ

リーンローン及びサステナビリティ・リンク・ローンガイドライン（2022年版）」の別表の10分類のどれに当たるかを独自に分類した。

（出所）

図表5　グリーンローンとサステナビリティ・リンク・ローンの分類と融資額

サステナビリ

リンク・ローン

89.4%

グリーン

ローン

グリーンローンでは１つの事例がいずれか1つの分類に該当するが、サステナビリティ・リンク・ローンではSPTsの設定が幅広い例もあるため、１つの事例が複数の分類

に該当する場合がある。合計数は、分類された件数の合計。89.4%は、合計数282件に対する割合。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表7　脱炭素化を進める上での最大の課題

（出所）環境省（中央環境審議会 炭素中立型経済社会変革小委員会）「GXを支える地域・くらしの脱炭素～ 今後

10年を見据えた取組の方向性について ～」p.49より作成。

38.2%

30.4%

14.0%

6.2%

4.7%

4.0%

2.5%

0% 10% 20% 30% 40%

必要なノウハウ、人員が不足している

投資、運営コスト増への対応が困難である。

必要な技術が不足している

サプリチェーンの見直しが困難である

その他

不明

既に対応を終えており、次の段階に進む必要がない

脱炭素化に向けた取組を進める上で最も影響が大きい課題
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図表8　Green-FP資格に類似する既存の資格
資格・検定名 方式 出題内容 有効期限

（３級）

・脱炭素を巡る国内外の情勢

・カーボンアカウンティングのサイクル

・国際ルールを重視したScope1，2，3算定の考え方

（２級）

・SBTの概要、要件等

・FLAG、FLAG・SBTなど新たな概念

・1次データ（組織・プロセス）を活用したScope1，2，3の計測

・環境価値の利用方法、BVCMの概念

（1級）

・気候移行計画の概要

・環境価値（グリーン、ブルーカーボン等）の創出

・TNFD、SDGs等の新たな概念

・CDP質問書を活用した情報開示

・PAS2060などカーボンニュートラル認証

サステナビリティ検

定（SDGs・ESGベー

シックとサステナビ

リティ・オフィサー

の２種目）

・SDGs・ESGベー

シック…三答択一式

40問

・サステナビリ

ティ・オフィサー…

四答択一式50問

・SDGs・ESGベーシック…SDGsとは、SDGsの関連知識、SDGs経営の実

践やESG金融・投資の理解と実践

・サステナビリティ・オフィサー…SDGs・ESG・サステナビリティの基礎

知識、企業のサステナビリティ活動、サステナビリティと金融

なし

3R・炭素会計社会検

定

・マークシート方式

で４択で解答。3R

部門、低炭素社会部

門各68問。

３R行動を実践・指導するために必要な知識・考察レベルを問う検定プログ

ラム
なし

銀行業務検定試験

脱炭素アドバイザー

として求められる能

力及び役割に応じて

３類型に区分される

銀行・保険・証券等金融機関の行職員を対象に、業務の遂行に必要な実務

知識や技能・応用力についてその習得程度を測定する

一度合格すれば、その

種目の合格は ずっと生

涯有効

（出所）上記の各資格の公式ウェブサイトより作成。

炭素会計アドバイ

ザー資格

最新情報の定期的な講

習やアップデートが必

要なため「切り取り」

ではなく、更新が必要

な資格制度

受験資格講習終了後

申込みし、３級から

１級それぞれの多肢

選択式
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